














Survey of Family Perspectives on Marriage, Childbirth and Child-rearing
−Focusing on the Outlook of Women’s Junior College Students−
Families with the third generation living together have decreased in Japan. Fukushima 
prefecture ranked 6th place in Japan at 20.1% （2000）. Yet, that percentage is still decreasing. 
To make this information clearer, the family outlook of young women in this living style 
was examined; this study researched the family outlook of women Junior College students at 
Koriyama Women’s University in Fukushima prefecture.
The results of this study are as follows:
1. The rate of students that want to marry has increased from 85.3% （2006） to 95.0% (2016).
2. The college students are anxious about association with the partner’s family after marriage
    （75.2%）.
3. Their ideal life-course is “They leave their job after birth and devote themselves to child-
    rearing, and after a few years they work again.” That rate increased from 54.2% (2006) to
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　結婚後の不安第1位は「配偶者の親族との付き合い」であり、子育ての不安第1位は「仕事
をしながら子育てすることが難しそう」であった。
　結婚後の家計負担については、「夫が家計の担い手になる」という人が全国値と比べて非常
に少なく、「どちらかというと夫が担う」「2人で担う」が多く、「どちらかというと妻が担う」
という人の割合も多く、経済的自立心が強いことがわかった。しかし、ライフコース選好では、
「結婚・出産後も仕事を続けるコース」より、「出産後いったん仕事をやめて子育てに専念しそ
の後再就職するというコース」を選好する割合が、2006年調査よりも増加した。経済的理由
のために子どもを産んでも仕事は続けるというよりは、「出産後しばらくは子育てに専念した
い」と考える割合が10年前よりも増加している。
　ライフコース選好別に「結婚・出産と生活の調和のために必要だと思うこと」を見ると、両
立コースは「育児休業・介護休業が取りやすいこと」「夫が協力的であること」を挙げ、再就
職コースは、両立コースで多かった2つの他に「制度を利用しやすい職場の雰囲気」を選択し
た割合が高く、専業主婦コースでは、その他に「残業・休日出勤が少ないこと」「有給休暇が
とりやすいこと」を100％の人が選択していた。従って、それらのことが難しいという思いが
あるからこそ、仕事の中断を選好するということであり、それらが実現可能だという情報が得
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られれば、コース選好は変わる可能性がある。
　以上のことから、仕事と子育てを両立するための支援策の拡充、ロールモデルとなる経験者
の事例を数多く紹介する情報提供の場を増やし、若い世代の需要に合った支援ツールの開発や、
個別相談に正確な知識を持って応じられる専門職の養成等が、今後一層重要となるだろう。
　
４，今後の課題
　第一に、結婚後の不安の第1位が「配偶者の親族との付き合い」であったことの理由や背景
についての調査を深めたい。子育てについての不安に挙げられた事項をふまえて、結婚から出
産・育児まで切れ目のない支援、個々の事情に対応するきめ細やかな支援の方法について、具
体例を他県や諸外国での取り組みから調査する。
　第二に、「出産後いったん仕事を辞めて子育てに専念し再就職する」というコースへの志向
が、10年前の調査より増加した点について、これが今後どう変化していくのか調査継続し経年
変化をとらえ、その背景を考察する。
　第三に、現在子育て中の人達が必要としているものは何か、支援ツールとして何が重要かを
知るため、乳幼児の保護者対象の調査や、子育て支援施設等での聞き取り調査を実施し、地域
の実情に合わせた包括的な子育て支援について考察を深め、具体的提案につなげることを今後
の課題として考えている。
　付記）本研究の一部は日本家政学第69回大会（2017年5月27・28日、於奈良女子大学）で発
表した。
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脚注
1  2000年調査では20．1％（全国第6位）と高く、65歳以上の人で同一市町村内に子どもが住んでいる
割合（近居率）も全国10位（2001年）と高かった。
2  福島県以外でも実施しているが福島県の場合は次の通りである。
「福島県多世代同居・近居推進事業補助金交付要綱」（県ホームページ参照）。県では、世代間の支
え合いによる子育て環境や高齢者の見守りの充実などを目的に、新たに多世代で同居・近居を始
めるために住宅取得を行う人へ補助金を交付する。募集期間は1年度に2回あり、合計80戸程度。
多世代とは、祖父母、父母、及び子（1人以上、年齢は問わない）の3世代以上のこと。近居とは、
親子又は子の祖父母が住所変更を行い、親子と子の祖父母が居住するそれぞれの敷地の最短直線
距離がおおむね2㎞以内であること。
その他、例えば都市再生機構賃貸住宅においては、「子育て世帯」や「子育て世帯との近居を希望
する支援世帯」に対して、当選倍率を優遇し、二つの世帯が同一駅圏内（概ね半径2km以内）の上
記賃貸住宅に近居することになった場合、新たに入居する世帯の家賃を一定期間、割引するとい
う制度もある。
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